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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面保護材と裏面保護材との間に、複数の太陽電池セルが配設され、前記太陽電池セル
のバスバー電極同士をタブにより互いに電気的に接続してなる太陽電池モジュールであっ
て、
　前記バスバー電極と前記タブとを接着するとともに、前記太陽電池セルの表面と前記タ
ブとの間に、前記バスバー電極の側面を覆い、前記タブを前記太陽電池セルの表面に接着
するための樹脂からなる接着層を有し、
　前記バスバー電極は、前記タブの幅よりも幅狭であることを特徴とする太陽電池モジュ
ール。
【請求項２】
　前記接着層は、複数の導電性粒子を含み、
　前記タブと前記バスバー電極との間に、少なくとも１の前記導電性粒子が挟まれている
ことを特徴とする請求項１に記載の太陽電池モジュール。
【請求項３】
　前記接着層は、前記バスバー電極に接続されたフィンガー電極の当該バスバー電極との
接続部分と前記タブとの間に配置されることを特徴とする請求項２に記載の太陽電池モジ
ュール。
【請求項４】
　前記フィンガー電極と前記タブとの間に、前記フィンガー電極と前記タブとを電気的に
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接続する前記導電性粒子を有することを特徴とする請求項３に記載の太陽電池モジュール
。
【請求項５】
　前記導電性粒子は、前記バスバー電極の側面に配置された樹脂中において、体積率３～
２０％の割合で含有されていることを特徴とする請求項２～４のいずれか１項に記載の太
陽電池モジュール。
【請求項６】
　前記バスバー電極の表面は、凹凸形状を有し、凸形状の部分は、前記タブに接すること
を特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の太陽電池モジュール。
【請求項７】
　前記接着層に含まれる樹脂は、前記バスバー電極に使用されている樹脂材料と同種の樹
脂であることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の太陽電池モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面保護材と裏面保護材との間に、複数の太陽電池セルが配設され、太陽電
池セルの接続用電極同士をタブにより互いに電気的に接続してなる太陽電池モジュールに
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＨＩＴ太陽電池モジュールは、図１８に示すように、複数の太陽電池セルのバス
バー電極２０同士が互いに銅箔等の導電材からなるタブ４０により電気的に接続され、ガ
ラス、透光性プラスチックのなどの透光性を有する表面保護材と、ＰＥＴ（Ｐｏｌｙ　Ｅ
ｔｈｙｌｅｎｅ　Ｔｅｒｅｐｈｔａｌａｔｅ）等のフィルムからなる裏面保護材との間に
、ＥＶＡ等の透光性を有する封止材により封止されている。
【０００３】
　太陽電池セルは、導電性ペーストにより、光電変換部１０表面に、バスバー電極２０及
びフィンガー電極３０を形成することによって作製される。そして、バスバー電極２０上
にタブ４０をハンダにより接着することで、太陽電池セルを直列に接続することが一般的
である（例えば、特許文献１参照。）。
【０００４】
　このハンダ付けの様子について、図１９を用いて説明する。図１９は、図１８における
Ａ－Ａ断面図である。
【０００５】
　タブ４０は、銅箔等の金属製の材料からなり、この周囲に予めハンダメッキ９０がコー
ティングされている。銀ペーストからなるバスバー電極２０にタブ４０をハンダ付けする
場合、バスバー電極２０の表面、もしくはタブ４０の太陽電池セル側表面にフラックスを
塗布し、タブ４０をバスバー電極２０表面に配置し、加熱する。このとき、バスバー電極
２０表面の酸化層を除去しながら、タブ４０のハンダ部分と銀ペーストを合金化させた合
金層５０によってハンダ付けを行い、タブ４０をバスバー電極２０に固定している。
【特許文献１】特開２００５－２１７１８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
 しかしながら、上記の従来技術においては、信頼性試験の一つである温度サイクル試験
（ＪＩＳ　Ｃ８９１７）において、出力が低下するという問題があった。出力低下の一因
として、導電性ペースト（バスバー電極）の破壊、導電性ペーストと光電変換部の界面の
剥離、及び導電性ペーストと合金層の界面の剥離といった、導電性ペースト部の破壊によ
る接触抵抗の増加がある。
【０００７】
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 この現象が起こる理由としては、次のような要因が考えられる。図１９に示す従来構造
の太陽電池モジュールでは、タブの熱膨張係数が、約1.7×10-5／℃（Ｃｕ）であり、光
電変換部の熱膨張係数が、約3.6×10-6／℃（Ｓｉ）であり、これらの熱膨張係数は、約
５倍の差がある。このため、温度サイクルが加えられた場合、その中間に位置する導電性
ペーストにストレスが加えられる。更に、温度サイクルが継続されることにより、導電性
ペースト部にダメージが蓄積され、破壊されることにより接触抵抗の増加に至ると考えら
れる。このように導電性ペーストがストレスにより破壊されることは、導電性ペーストの
電気抵抗を極力小さくするため、含まれる金属粒子の割合を大きくしているので、導電性
ペースト中の金属粒子同士の接着力や、導電性ペーストと合金部の接着力、導電性ペース
トと光電変換部の接着力が弱くなっているためと考えられる。
【０００８】
 このような課題は、ＨＩＴ構造の太陽電池モジュールに限らず、光電変換部の基材の熱
膨張係数と、タブの芯材の熱膨張係数との差が大きい場合に生じると考えられる。
【０００９】
 そこで、本発明は、上記の問題に鑑み、モジュール出力の低下を抑制し、信頼性を向上
させる太陽電池モジュールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　　本発明の特徴は、表面保護材と裏面保護材との間に、複数の太陽電池セルが配設され
、太陽電池セルの接続用電極同士をタブにより互いに電気的に接続してなる太陽電池モジ
ュールであって、太陽電池セルの表面とタブとの間に、接続用電極の側面を覆い、タブを
太陽電池セルの表面に接着するための樹脂からなる接着層を有することを特徴とする。ま
た、接続用電極は、タブの幅よりも幅狭であることを特徴とする。さらには、接着層は、
複数の導電性粒子を含み、タブと接続用電極との間に、少なくとも１の前記導電性粒子が
挟まれていることを特徴とする。
【００１１】
　本発明の特徴に係る太陽電池モジュールによると、柔軟性の高い樹脂によって接続用電
極とタブを接着し、太陽電池セルとタブまでも接着しているので、モジュール出力の低下
を抑制し、信頼性を向上させることができる。
【００１２】
　又、本発明の特徴に係る太陽電池モジュールにおいて、接続用電極は、バスバー電極で
あり、接着層は、バスバー電極に接続されたフィンガー電極の当該バスバー電極との接続
部分とタブとの間に配置されてもよい。
【００１３】
　この太陽電池モジュールによると、フィンガー電極とタブを接着することができ、更に
接着力を高めることができる。
【００１４】
　又、上記の太陽電池モジュールにおいて、フィンガー電極とタブとの間に、前記フィン
ガー電極と前記タブとを電気的に接続する前記導電性粒子を有していても良い。このよう
にすることで、フィンガー電極とタブは、導電性粒子を介して電気的に接続される。
【００１５】
　この太陽電池モジュールによると、バスバー電極とフィンガー電極の接続が切れた場合
でも、フィンガー電極からタブへ電気的に接続することができる。
【００１６】
　又、本発明の特徴に係る太陽電池モジュールにおいて、導電性粒子は、接続用電極の側
面に配置された樹脂中において、体積率３～２０％の割合で含有されてもよい。
【００１７】
　この太陽電池モジュールによると、側面の領域において、内部応力を緩和させることが
できる。
【００１８】
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　又、本発明の特徴に係る太陽電池モジュールにおいて、接続用電極の表面は、凹凸形状
を有し、凸形状の部分は、タブに接してもよい。
【００１９】
　この太陽電池モジュールによると、接続用電極の一部がタブに接しているため、接続用
電極とタブの電気的接続を良好にすることができる。
【００２０】
　又、本発明の特徴に係る太陽電池モジュールにおいて、接着層に含まれる樹脂は、接続
用電極に使用されている樹脂材料と同種の樹脂であってもよい。
【００２１】
　この太陽電池モジュールによると、接続用電極と接着層の接着相性が良くなり、更に接
着力を強化することができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によると、モジュール出力の低下を抑制し、信頼性を向上させる太陽電池モジュ
ールを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　次に、図面を用いて、本発明の実施の形態を説明する。以下の図面の記載において、同
一又は類似の部分には、同一又は類似の符号を付している。ただし、図面は模式的なもの
であり、各寸法の比率等は現実のものとは異なることに留意すべきである。従って、具体
的な寸法等は以下の説明を参酌して判断すべきものである。又、図面相互間においても互
いの寸法の関係や比率が異なる部分が含まれていることは勿論である。
【００２４】
　（太陽電池モジュール）
　本実施形態に係る太陽電池セルとして、ＨＩＴ構造を有する太陽電池セルを例に挙げ、
以下について説明する。図１は、本実施形態に係る太陽電池セルの断面図であり、図２は
、上面図である。
【００２５】
　本実施形態に係る太陽電池セルは、図１に示すように、ｎ型単結晶シリコン基板１０ｄ
の上面側には、ｉ型非晶質シリコン層１０ｃを介してｐ型非晶質シリコン層１０ｂが形成
され、更にその上面にＩＴＯ膜１０ａが形成されている。一方、ｎ型単結晶シリコン基板
１０ｄの下面側には、ｉ型非晶質シリコン層１０ｅを介してｎ型非晶質シリコン層１０ｆ
が形成され、更にその上面にＩＴＯ膜１０ｇが形成されている。ＩＴＯ膜１０ａ、１０ｇ
上には、図１及び図２に示すように、バスバー電極２０及びフィンガー電極３０からなる
集電極が形成されている。集電極は、エポキシ樹脂をバインダー、銀粒子をフィラーとし
た熱硬化型導電性ペーストより形成されている。このように、太陽電池セルは、光電変換
部１０と、光電変換部１０上に形成されたバスバー電極２０及びフィンガー電極３０から
なる集電極とを備える。
【００２６】
　又、本実施形態に係る太陽電池モジュールは、複数の太陽電池セルのバスバー電極２０
同士が互いに銅箔等の導電材からなるタブにより電気的に接続され、ガラス、透光性プラ
スチックのなどの透光性を有する表面保護材と、ＰＥＴ（Ｐｏｌｙ　Ｅｔｈｙｌｅｎｅ　
Ｔｅｒｅｐｈｔａｌａｔｅ）等のフィルムからなる裏面保護材との間に、ＥＶＡ等の透光
性を有する封止材により封止されている。
【００２７】
　次に、本実施形態に係る太陽電池モジュールにおいて、バスバー電極２０とタブ４０と
の接着について、詳細に説明する。
【００２８】
　本実施形態に係る太陽電池モジュールは、図３に示すように、バスバー電極２０とタブ
４０との間に、複数の導電性粒子７０を含む樹脂６０からなる接着層を備える。バスバー
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電極２０とタブ４０とは、導電性粒子７０を介して電気的に接続される。又、樹脂６０は
、バスバー電極２０の側面まで覆い、タブ４０と光電変換部１０の表面を接着する。尚、
タブ４０は、銅箔等の金属製の材料からなり、この周囲に錫メッキが施されている。
【００２９】
　樹脂６０は、例えば、エポキシ系の熱硬化型樹脂であり、導電性粒子７０は、例えば、
ニッケルである。図３では、バスバー電極２０とタブ４０の間には、１のニッケル粒子が
挟まれており、ニッケル粒子を介して電気的に接続されている。尚、図３では、１のニッ
ケル粒子がバスバー電極２０とタブ４０とを電気的に接続しているが、複数のニッケル粒
子が接触し、連なることにより、バスバー電極２０とタブ４０が接続されてもよい。
【００３０】
　又、導電性粒子７０の組成としては、電気伝導性を得ることを目的としており、銅、銀
、アルミニウム、ニッケル、錫、金などから選ばれる少なくとも１種の金属粒子、もしく
はこれらの合金、混合などが適用できる。又、アルミナ、シリカ、酸化チタン、ガラスな
どから選ばれる少なくとも１種の無機酸化物に金属コーディングを施したものであっても
よく、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、ウレタン樹脂、
シリコーン樹脂などから選ばれる少なくとも一種、あるいは、これらの樹脂の共重合体、
混合体などに金属コーティングを施したものであってもよい。更には、導電性粒子７０の
形状としては、フレーク状のものと球状のものを混合したり、サイズの異なるものを混合
したり、あるいは表面に凹凸形状を設けたりすることにより、電気伝導性を高める工夫を
施すこともできる。
【００３１】
　又、バスバー電極２０の周囲をコーティングする樹脂６０は、タブ４０の温度サイクル
による伸縮によるストレスを緩和する目的から、タブ４０に使用している材料よりも柔軟
性の高い材料であることが好ましく、タブ４０の接着を同時に行うことも考慮すると、熱
硬化型の樹脂材料を使用することが好ましい。又、樹脂６０は、信頼性を維持するために
は、耐湿性や耐熱性に優れていることが要求される。これらを満たす樹脂としては、例え
ば、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、ウレタン樹脂、シ
リコーン樹脂などが挙げられ、これらから選ばれる少なくとも一種、あるいは、これらの
樹脂の混合、共重合などを適用することができる。
【００３２】
　更に、バスバー電極２０との接着相性を考慮すると、樹脂６０は、バスバー電極２０に
使用されている樹脂材料と同種の樹脂であることが好ましい。又、低温かつ短時間で硬化
できるという点から、エポキシ樹脂やアクリル樹脂を用いることが、製造上、好ましい。
更には、これらの樹脂６０がフィルム状で、加熱により溶着できるものであってもよい。
【００３３】
　又、導電性粒子７０は、図４に示すように、バスバー電極２０の側面に配置された樹脂
中（図４におけるＸ部分）において、体積率３～２０％の割合で含有されていることが好
ましい。この体積率は、断面ＳＥＭによって観察される、樹脂中の導電性粒子７０の面積
率によって測定することができる。
【００３４】
　又、本実施形態に係る太陽電池セルは、図５に示すように、接着層は、２０バスバー電
極に接続されたフィンガー電極３０の当該バスバー電極２０との接続部分とタブ４０との
間に配置されてもよい。更に、図６に示すように、フィンガー電極３０とタブ４０は、導
電性粒子７０を介して電気的に接続してもよい。
【００３５】
　又、本実施形態に係る太陽電池セルは、図７に示すように、バスバー電極２０の表面は
、凹凸形状を有し、凸形状の部分は、タブ４０に接してもよい。
【００３６】
　（作用及び効果）
　本実施形態に係る太陽電池モジュールによると、柔軟性の高い樹脂６０によってバスバ
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ー電極２０とタブ４０を接着し、光電変換部１０とタブ４０までも接着しているので、タ
ブ４０と光電変換部１０との線膨張係数の違いから生じていたストレスを樹脂６０により
緩和することができる。このため、導電性ペースト（バスバー電極）の破壊、導電性ペー
ストと光電変換部の界面の剥離、及び導電性ペーストと合金層の界面の剥離を抑制するこ
とができる。このため、導電性ペースト部の破壊による接触抵抗の増加を防止し、モジュ
ール出力の低下を抑制することができる。この結果、太陽電池モジュールの信頼性を向上
させることができる。
【００３７】
　又、従来、バスバー電極２０とフィンガー電極３０との長手方向が直交することから、
これらの交点にもストレスが加えられ、この交点部分が破壊されることによって、バスバ
ー電極２０とフィンガー電極３０の接触不良が発生し、モジュール出力の低下を引き起こ
していた。本実施形態においては、接着層は、バスバー電極２０に接続されたフィンガー
電極３０の当該バスバー電極２０との接続部分とタブ４０との間に配置される。このため
、フィンガー電極３０とタブ４０を接着することができ、更に接着力を高めることができ
る。
【００３８】
　又、フィンガー電極３０とタブ４０は、導電性粒子７０を介して電気的に接続される。
このため、バスバー電極２０とフィンガー電極３０の接続が切れた場合でも、フィンガー
電極３０からタブ４０へ電気的に接続することができる。
【００３９】
　又、バスバー電極２０の側壁に配した樹脂領域においては、樹脂が硬化する際に収縮す
ることにより残留する内部応力が存在するので、タブ４０と樹脂６０との界面の剥離の要
因となりやすい。本実施形態では、導電性粒子７０は、バスバー電極２０の側面に配置さ
れた樹脂中において、体積率３～２０％の割合で含有される。このため、側面の領域にお
いて、樹脂中の内部応力を緩和させることができる。即ち、導電性粒子７０が、樹脂６０
同士の分子の結合を分断することにより、樹脂の硬化による収縮を小さくし、残留する応
力を小さくすることができる。
【００４０】
　又、本実施形態では、バスバー電極２０の表面は、凹凸形状を有し、凸形状の部分は、
タブ４０に接してもよい。このように、バスバー電極２０の一部がタブ４０に接している
ため、バスバー電極２０とタブ４０の電気的接続を良好にすることができる。
【００４１】
　又、バスバー電極２０とタブ４０との間に配置される接着層に含まれる樹脂は、バスバ
ー電極２０に使用されている樹脂材料と同種の樹脂であることが好ましい。このような樹
脂構成にすることにより、バスバー電極２０と接着層の接着相性が良くなり、更に接着力
を強化することができる。
【００４２】
　（太陽電池モジュールの製造方法）
　次に、本実施形態に係る太陽電池モジュールの製造方法について説明する。
【００４３】
　まず、光電変換部１０の製造方法は、従来と同様であるので、ここでは説明を省略する
。次に、図１に示すように、光電変換部１０上に、エポキシ系熱硬化型銀ペーストでバス
バー電極２０及びフィンガー電極３０を形成する。具体的には、光電変換部１０の受光面
側に、銀ペーストをスクリーン印刷し、１５０℃で５分間加熱し、仮硬化させる。その後
、光電変換部１０の裏面側に、銀ペーストをスクリーン印刷し、１５０℃で５分間加熱し
、仮硬化させる。その後、２００℃で１時間加熱することにより、銀ペーストを完全に硬
化させ、太陽電池セルを形成する。
【００４４】
　次に、ディスペンサーを用い、図３に示すように、ニッケル粒子を約５体積％含んだエ
ポキシ樹脂を、バスバー電極２０上に、約３０μｍの厚みになるように塗布するとともに
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、バスバー電極２０側面を約１００μｍずつ覆うように塗布する。
【００４５】
　複数の太陽電池セルについて、受光面側及び裏面側の両面に樹脂を塗布した後、それぞ
れ塗布された樹脂上に、タブ４０を配置し、約２ＭＰａで加圧しながら、２００℃で１時
間加熱することにより、ストリングを形成する。
【００４６】
　次に、複数本のストリングを接続し、ガラス、封止シート、ストリング、封止シート、
裏面シートの順で積層し、真空にした後１５０℃で１時間加熱することで、完全に硬化さ
せる。その後、端子ボックス、金属フレームをとりつけ、太陽電池モジュールとする。
【００４７】
　尚、上記では、エポキシ樹脂をバスバー電極２０に塗布し、その上にタブ４０を配置し
たが、金属粒子を含む樹脂フィルムをバスバー電極２０上に配置し、その上にタブ４０を
配置することでストリングを形成してもよい。
【００４８】
　（その他の実施形態）
　本発明は上記の実施形態によって記載したが、この開示の一部をなす論述及び図面はこ
の発明を限定するものであると理解すべきではない。この開示から当業者には様々な代替
実施形態、実施例及び運用技術が明らかとなろう。
【００４９】
　例えば、本発明は、光電変換部１０の基材と、複数の太陽電池セルを接続するタブ４０
の芯材との線膨張係数の違いが存在する場合に起こる問題を解決するため、上記の実施形
態に記載した構造に限らないことはもちろんである。例えば、光電変換部１０の基板とし
て単結晶Ｓｉ、多結晶ＳｉなどのＳｉ基板、あるいは、ステンレス基板やガラス基板とい
った比較的線膨張係数の小さな材料を用い、当該基板上に熱拡散やプラズマＣＶＤ法等の
方法によって、各種の光電変換層を形成し、光電変換部に導電性ペーストによって電力取
り出し機構を形成し、導電性ペースト上に、銅、銀、アルミニウム、ニッケル、錫、金、
もしくはこれらの合金といった比較的線膨張係数の大きな材料を芯材としたリード線が接
着されている場合にも適用できる。
【００５０】
　このように、本発明はここでは記載していない様々な実施形態等を含むことは勿論であ
る。従って、本発明の技術的範囲は上記の説明から妥当な特許請求の範囲に係る発明特定
事項によってのみ定められるものである。
【実施例】
【００５１】
　以下、本発明に係る薄膜系太陽電池モジュールについて、実施例を挙げて具体的に説明
するが、本発明は、下記の実施例に示したものに限定されるものではなく、その要旨を変
更しない範囲において、適宜変更して実施することができるものである。
【００５２】
　（実施例１）
　本発明の実施例１に係る太陽電池セルとして、図１、図２及び図４に示す太陽電池セル
を以下のように作製した。以下の作製方法では、工程を工程１～４に分けて説明する。
【００５３】
　＜工程１＞光電変換部形成
　まず、図１に示すように、洗浄することにより、不純物が除去された約１Ω・ｃｍの抵
抗率と約３００μｍの厚みとを有するｎ型単結晶シリコン基板１０ｄを準備した。次に、
ＲＦプラズマＣＶＤ法を用いて、ｎ型単結晶シリコン基板１０ｄの上面上に、約５ｎｍの
厚みを有するｉ型非晶質シリコン層１０ｃと、約５ｎｍの厚みを有するｐ型非晶質シリコ
ン層１０ｂとをこの順番で形成した。尚、ＲＦプラズマＣＶＤ法によるｉ型非晶質シリコ
ン層１０ｃ及びｐ型非晶質シリコン層１０ｂの具体的な形成条件は、周波数：約１３．６
５ＭＨｚ、形成温度：約１００～２５０℃、反応圧力：約２６・６～８０．０Ｐａ、ＲＦ
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パワー：約１０～１００Ｗであった。
【００５４】
　次に、ｎ型単結晶シリコン基板１０ｄの下面上に、約５ｎｍの厚みを有するｉ型非晶質
シリコン層１０ｅと、約５ｎｍの厚みを有するｎ型非晶質シリコン層１０ｆとをこの順番
で形成した。尚、このｉ型非晶質シリコン層１０ｅ及びｎ型非晶質シリコン層１０ｆは、
それぞれ上記したｉ型非晶質シリコン層１０ｃ及びｐ型非晶質シリコン層１０ｂと同様の
プロセスにより形成した。
【００５５】
　次に、マグネトロンスパッタ法を用いて、ｐ型非晶質シリコン層１０ｂ及びｎ型非晶質
シリコン層１０ｆの各々の上に、約１００ｎｍの厚みを有するＩＴＯ膜１０ａ、１０ｇを
それぞれ形成した。このＩＴＯ膜１０ａ、１０ｇの具体的な形成条件は、形成温度：約５
０～２５０℃、Ａｒガス流量：約２００ｓｃｃｍ、Ｏ2ガス流量：約５０ｓｃｃｍ、パワ
ー：約０．５～３ｋＷ、磁場強度：約５００～３０００Ｇａｕｓｓであった。
【００５６】
　＜工程２＞集電極形成
　スクリーン印刷法を用いて、エポキシ系熱硬化型の銀ペーストを受光面側の透明導電膜
の所定領域上に転写した後、１５０℃で５分間加熱し、仮硬化させ、２００℃で１時間加
熱することにより、完全に硬化させることで、集電極を形成した。これにより、図２に示
すように、透明導電膜の上面上に、所定の間隔を隔てて互いに平行に延びるように形成さ
れた複数のフィンガー電極３０と、フィンガー電極３０により収集された電流を集合させ
るバスバー電極２０とからなる集電極を形成した。ここでは、バスバー電極２０の幅が約
１．０ｍｍ、高さが約５０μｍであった。
【００５７】
　＜工程３＞ストリング形成
　まず、バスバー電極２０上に、ディスペンサーで、エポキシ系熱硬化型のニッケルペー
ストを塗布した。具体的には、図８に示すように、バスバー電極２０上に、約３０μｍの
厚みとなるように塗布するとともに、バスバー電極２０の側面外側を約１００μｍずつ覆
うように塗布した。又、図９に示すように、フィンガー電極３０の根元の部分も同時に覆
うように塗布した。尚、ニッケルペースト中のニッケル粒子の含有量は、体積率約５％の
ものを使用した。
【００５８】
　受光面側、裏面側の両方にニッケルペーストを塗布した後、バスバー電極２０上に、タ
ブ４０となる幅約１．５ｍｍの錫メッキ銅箔を配置した。そして、図１０に示すように、
複数の太陽電池セルが接続されるように配列し、１枚の太陽電池セルごとに上下から加熱
部８０を挟み、２ＭＰａの圧力をかけながら、約２００℃で１時間加熱することによりニ
ッケルペーストを硬化させ、ストリングを形成した。このように圧力をかけながら硬化す
ることにより、ニッケル粒子を錫メッキ銅箔とバスバー電極２０の間に挟むことができる
ので、良好な電気伝導性が得られた。又、ニッケルペーストが押し伸ばされ、タブ４０と
ほぼ同等の幅に広がった。又、図１１に示すように、フィンガー電極３０の根元部分が約
２００μｍに渡り、厚さ約２０μｍのニッケルペーストで覆われた構造となった。
【００５９】
　＜工程４＞モジュール化
　ガラス基板からなる表面保護材の上に、ＥＶＡシートからなる充填材を載せた後、タブ
により接続した複数の太陽電池セルを配置した。そして、その上に、更にＥＶＡシートか
らなる充填材を載せた後、ＰＥＴ／アルミニウム箔／ＰＥＴの３層構造を有する裏面保護
材を配置した。これらを、真空にした後、１５０℃で１０分間加熱圧着することで駆り圧
着した後、１５０℃で１時間加熱することで、完全に硬化させた。これに、端子ボックス
、金属フレームを取り付け、実施例１に係る太陽電池モジュールを作製した。
【００６０】
　（比較例１）
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　比較例１に係る太陽電池セルとして、図１２に示す太陽電池セルを以下のように作製し
た。
【００６１】
　＜工程１＞実施例１と同様の方法で形成した。
【００６２】
　＜工程２＞実施例１と同様の方法で形成し、バスバー電極２０の幅が約１．５ｍｍにな
るように形成した。
【００６３】
　＜工程３＞比較例１では、接着層がバスバー電極２０からはみ出さないように形成した
。
【００６４】
　まず、バスバー電極２０上に、ディスペンサーで、エポキシ系熱硬化型のニッケルペー
ストを塗布した。具体的には、図１３に示すように、バスバー電極２０上に、幅約１．２
ｍｍ、厚み約３０μｍとなるように塗布した。尚、ニッケルペースト中のニッケル粒子の
含有量は、体積率約５％のものを使用した。
【００６５】
　受光面側、裏面側の両方にニッケルペーストを塗布した後、バスバー電極２０上に、タ
ブ４０となる幅約１．５ｍｍの錫メッキ銅箔を配置した。そして、図１０に示すように、
複数の太陽電池セルが接続されるように配列し、１枚の太陽電池セルごとに上下から加熱
部８０を挟み、２ＭＰａの圧力をかけながら、約２００℃で１時間加熱することによりニ
ッケルペーストを硬化させ、ストリングを形成した。このように圧力をかけながら硬化す
ることにより、ニッケル粒子を錫メッキ銅箔とバスバー電極２０の間に挟むことができる
ので、良好な電気伝導性が得られた。又、ニッケルペーストが押し伸ばされ、タブ４０と
ほぼ同等の幅に広がった。
【００６６】
　＜工程４＞実施例１と同様の方法で形成した。
【００６７】
　（比較例２）
　比較例２に係る太陽電池セルとして、従来のハンダ付けによる接着を行った太陽電池セ
ルを以下のように作製した。
【００６８】
　＜工程１＞実施例１と同様の方法で形成した。
【００６９】
　＜工程２＞実施例１と同様の方法で形成し、バスバー電極２０の幅が約１．５ｍｍにな
るように形成した。
【００７０】
　＜工程３＞バスバー電極２０上に、タブ４０となる幅約１．５ｍｍのＳｎ－Ａｇ－Ｃｕ
ハンダメッキ銅箔を配置し、図１０に示すように、複数の太陽電池セルが接続されるよう
に配置した。そして、バスバー電極２０とタブ４０とをハンダ接続することにより、スト
リングを形成した。
【００７１】
　＜工程４＞実施例１と同様の方法で形成した。
【００７２】
　（評価方法）
　実施例１及び比較例１、２に係る太陽電池モジュールについて、それぞれ温度サイクル
試験（ＪＩＳ　Ｃ８９１７）を行い、試験前後の太陽電池モジュールの出力を比較し、タ
ブ接続部の断面観察、エレクトロルミネッセンス法による発光比較を行った。ＪＩＳ規格
では、２００サイクル後の出力変化率にて規定されているが、今回は、更に長期の耐久性
を評価するため、４００サイクルの試験を行った。太陽電池モジュールの出力は、ＡＭ１
．５、１００ｍＷ／ｃｍ2の光照射下で測定した。
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【００７３】
　断面観察は、図１４に示す矢印の面で断面を切り出し、ＳＥＭ観察を行った。１つのサ
ンプルにつき、１０ヶ所ずつ観察を行った。
【００７４】
　エレクトロルミネッセンス法は、Characterization of Ploycrystalline Silicon Sola
r Cells by Electroluminescence (PVSEC-15, Shanghai, China : Oct. 2005.)を参考に
、太陽電池モジュールは約２Ａの電流を注入し、ＣＣＤカメラにより、そのときの赤外発
光を観察した。この方法によると、電流の抵抗が大きく、電流が流れにくい領域や、少数
キャリアの拡散長が短い領域において、発光が弱くなるため暗い部分として表示される。
【００７５】
　（実験結果）
　表１に、温度サイクル試験による規格化出力低下率を示す。
【表１】

【００７６】
　出力低下率は、（１－試験後出力／試験前出力）×１００（％）の式より算出し、比較
例２における出力低下率を１．００として規格化した。表１に示すように、実施例１にお
ける規格化出力低下率は、比較例１及び２に対して小さいことが分かる。
【００７７】
　又、断面ＳＥＭ観察をした結果、温度サイクル試験前のサンプルでは、特に異常は見ら
れなかったが、温度サイクル試験後のサンプルでは、比較例１及び２において、図１５に
示すような亀裂が観察された。一方、実施例１において、亀裂は観察されなかった。表１
では、亀裂が観察されなかったサンプルは○印で、亀裂が観察されたサンプルは×印で表
示した。
【００７８】
　又、エレクトロルミネッセンス法による発光を見た結果、温度サイクル試験前のサンプ
ルでは、特に異常は見られなかったが、温度サイクル試験後のサンプルでは、比較例１及
び２において、図１６に示すような暗部が見られた。一方、実施例１においては、温度サ
イクル試験後もこのような暗部は現れなかった。表１では、暗部が現れなかったサンプル
は○印で、暗部が現れたサンプルは×印で表示した。
【００７９】
　（考察）
　比較例１及び２においては、温度サイクル試験後にバスバー電極２０内の亀裂が観察さ
れ、又、温度サイクル試験後のエレクトロルミネッセンス法による発光試験で暗部が見ら
れている。この暗部について、図１６のＡ部に示すようなフィンガー電極３０に沿って見
られる暗部は、フィンガー電極３０の根元（バスバー電極との接続部）で断線が生じたた
め、根元から先まで電流が流れにくいことにより、エレクトロルミネッセンス法による発
光が弱いものと考えられる。又、Ｂ部に示すようなバスバー電極２０に沿って見られる暗
部は、断面ＳＥＭでも観察されたバスバー電極２０内の亀裂によるものと考えられる。こ
のような亀裂は、温度サイクル試験が繰り返されたことにより、線膨張係数の大きく異な
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るタブとシリコン基板の間に位置するバスバー電極にダメージが蓄積されたために生じた
ものと考えられる。即ち、比較例１及び２において、温度サイクル試験により、上述した
２種類の集電極損傷が起こっているものと考えられ、このような集電極の損傷により、出
力の低下を招いていると考えられる。
【００８０】
　一方、実施例１においては、バスバー電極２０内の亀裂が観察されず、エレクトロルミ
ネッセンス法で暗部が見られておらず、温度サイクル試験での出力低下が大幅に軽減され
ている。即ち、実施例１では、バスバー電極２０が樹脂部により覆われ、補強されている
ことにより、温度サイクルにより引き起こされるバスバー電極２０内の亀裂が抑制され、
又、フィンガー電極３０の根元の部分が樹脂部に覆われていることにより、温度サイクル
により引き起こされるフィンガー電極根元部分の断線が抑制されたことにより、温度サイ
クル試験による出力低下が大幅に軽減されたものと考えられる。
【００８１】
　（導電性粒子の密度に関する実験）
　次に、導電性粒子の粒子量を変化させた場合の影響について調査した。
【００８２】
　実施例１と同様の方法で作製し、樹脂領域中の導電性粒子の種類と、導電性粒子の密度
を変化させたサンプルを準備した。
【００８３】
　導電性粒子としては、銀、ニッケルの２種類を準備し、平均粒径を１０μｍとした。粒
子量は、樹脂中の体積率０～５０％の間で調整した。粒子の体積率が５０％を超えてくる
と、樹脂の接着性能が著しく落ちるため、０～５０％という範囲とした。
【００８４】
　上記のように作製した太陽電池モジュールについて、それぞれ温度サイクル試験（ＪＩ
Ｓ　Ｃ８９１７）を行い、試験前後の太陽電池モジュールの出力を測定し、出力低下率を
比較した。太陽電池モジュールの出力は、ＡＭ１．５、１００ｍＷ／ｃｍ2の光照射下で
測定した。
【００８５】
　（実験結果及び考察）
　図１７に、横軸を樹脂成分の断面ＳＥＭから観察される導電性粒子の面積率、縦軸を規
格化出力低下率とし、表示したグラフを示す。導電性粒子の面積率は、断面ＳＥＭから観
察されるバスバー電極の側面外側領域（図４のＸ部分）における、導電性粒子断面の占め
る割合を算出した。出力低下率は、（１－試験後出力／試験前出力）×１００（％）の式
より算出し、比較例２における出力低下率を１．００として規格化した。
【００８６】
　図１７に示すように、樹脂領域の粒子面積率が３０％以上の場合においては、温度サイ
クルによる規格化出力低下率が、比較例２と同程度となっているが、樹脂領域の粒子面積
率が２５％以下の場合においては、温度サイクルによる規格化出力低下率が比較例２に対
し、小さいことが分かる。これは、樹脂領域の粒子面積率が３０％以上の場合は、導電性
粒子が蜜に存在するバスバー電極領域同様、バルクの結合力が比較的弱く、温度サイクル
によるストレスにより亀裂が生じやすいものと考えられる。このような結合力の強い樹脂
によりバスバー電極をコーティングすることにより、バスバー電極を補強する効果が得ら
れたと考えられる。
【００８７】
　又、樹脂領域の粒子面積率が３～２０％の範囲においては、温度サイクルによる出力低
下を抑制する効果が更に高くなっていることが分かる。これは、樹脂領域の粒子面積率が
大きい場合（２５％以上）には、前述したように、バルクの結合力が弱くなるために、温
度サイクルによるストレスにより亀裂が生じやすいものと考えられ、温度サイクル試験に
よる出力低下を招きやすい傾向が見られていると考えられる。又、逆に、樹脂領域の粒子
面積率が小さい場合（０％）には、硬化時に生じた収縮応力が大きいため、タブや光電変
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下を招きやすい傾向が見られていると考えられる。即ち、樹脂中に適度な粒子を含むこと
により、樹脂中の分子の結合を分断することができるため、樹脂中に内在する内部応力を
緩和できる。この結果、樹脂領域と光電変換部あるいは樹脂領域とタブの界面での剥離を
抑制することができるので、より温度サイクル耐性に優れた太陽電池モジュールを得るこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００８８】
【図１】本実施形態に係る太陽電池セルの断面図である。
【図２】本実施形態に係る太陽電池セルの上面図である。
【図３】本実施形態に係る太陽電池セルの拡大断面図である（その１）。
【図４】本実施形態に係る太陽電池セルの拡大断面図である（その２）。
【図５】本実施形態に係る太陽電池セルの拡大断面図である（その３）。
【図６】本実施形態に係る太陽電池セルの拡大断面図である（その４）。
【図７】本実施形態に係る太陽電池セルの拡大断面図である（その５）。
【図８】実施例１に係る太陽電池モジュールの製造方法を示す断面図である（その１）。
【図９】実施例１に係る太陽電池モジュールの製造方法を示す断面図である（その２）。
【図１０】実施例１に係る太陽電池モジュールの製造方法を示す断面図である（その３）
。
【図１１】実施例１に係る太陽電池モジュールの製造方法を示す断面図である（その４）
。
【図１２】比較例１に係る太陽電池セルの拡大断面図である。
【図１３】比較例１に係る太陽電池モジュールの製造方法を示す断面図である。
【図１４】実施例１に係る太陽電池セルの上面図である。
【図１５】温度サイクル試験後の比較例１及び２に係る太陽電池セルの拡大断面図である
。
【図１６】温度サイクル試験後の比較例１及び２に係る太陽電池セルの上面図である。
【図１７】実施例１に係る太陽電池セルにおいて、導電性粒子の種類及び密度を変化させ
た際の実験結果を示すグラフである。
【図１８】従来の太陽電池セルの断面図である。
【図１９】従来の太陽電池セルの拡大断面図である。
【符号の説明】
【００８９】
　１０…光電変換部
　１０ａ…ＩＴＯ膜
　１０ｂ…ｐ型非晶質シリコン層
　１０ｃ…ｉ型非晶質シリコン層
　１０ｄ…ｎ型単結晶シリコン基板
　１０ｅ…ｉ型非晶質シリコン層
　１０ｆ…ｎ型非晶質シリコン層
　１０ｇ…ＩＴＯ膜
　２０…バスバー電極
　３０…フィンガー電極
　４０…タブ
　５０…合金部
　６０…樹脂
　７０…導電性粒子
　８０…加熱部
　９０…メッキ
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